
平成１９年６月２７日

住　所　　　山口県周南市平和通一丁目１０番の２
株式会社　　西　京　銀　行
代表取締役　渡　邊　孝　夫

（単位：百万円）

金　　　　　　額 金　　　　　　額

52,920 686,022

現 金 13,607 当 座 預 金 18,481

預 け 金 39,312 普 通 預 金 221,743

236 貯 蓄 預 金 9,053

10,543 通 知 預 金 1,218

20 定 期 預 金 423,833

商 品 国 債 20 定 期 積 金 7,198

金 銭 の 信 託 6,817 そ の 他 の 預 金 4,494

有 価 証 券 132,327 7,000

国 債 31,040 3,000

地 方 債 50 借 入 金 3,000

社 債 21,843 0

株 式 14,641 未 払 外 国 為 替 0

そ の 他 の 証 券 64,751 5,000

貸 出 金 517,547 7,003

割 引 手 形 9,242 未 払 法 人 税 等 45

手 形 貸 付 45,071 未 払 費 用 2,377

証 書 貸 付 416,541 前 受 収 益 915

当 座 貸 越 46,691 給 付 補 て ん 備 金 4

462 金 融 派 生 商 品 520

外 国 他 店 預 け 220 そ の 他 の 負 債 3,140

買 入 外 国 為 替 118 14

取 立 外 国 為 替 123 1,751

9,712 89

前 払 費 用 1,530 2,042

未 収 収 益 1,720 2,731

金 融 派 生 商 品 71 714,656

そ の 他 の 資 産 6,389

12,763 11,300

建 物 2,761 8,910

土 地 8,963 資 本 準 備 金 8,910

その他の有形固定資産 1,038 8,971

1,569 利 益 準 備 金 1,918

ソ フ ト ウ ェ ア 1,537 そ の 他 利 益 剰 余 金 7,052

その他の無形固定資産 32 退 職 給 与 積 立 金 62

7,954 別 途 積 立 金 5,682

2,731 繰 越 利 益 剰 余 金 1,307

　△　10,893 △　26

29,156

△　1,199

△　224

2,324

900

30,056

744,713 744,713負債及び純資産の部合計資産の部合計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

評価・換算差額等合計

純資産の部合計

土 地 再 評 価 差 額 金

貸 倒 引 当 金

借 用 金

コ ー ル ロ ー ン

第９９期　決　算　公　告

（純資産の部）

譲 渡 性 預 金

社 債

支 払 承 諾 見 返

科　　　　　　目科　　　　　　目

（資 産 の 部） （負 債 の 部）

預 金現 金 預 け 金

外 国 為 替

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

繰 延 税 金 資 産

そ の 他 負 債

資 本 金

再評価に係る繰延税金負債

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他 資 産

無 形 固 定 資 産

役 員 賞 与 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

　　　　　　　　貸借対照表（平成１９年３月３１日現在）

自 己 株 式

株 主 資 本 合 計

その他有価証券評価差額金

支 払 承 諾

外 国 為 替

有 形 固 定 資 産

負債の部合計

買 入 金 銭 債 権

商 品 有 価 証 券



損益計算書  　

（単位：百万円）

金　　　　　　　　　　　額

24,498
18,167

貸 出 金 利 息 13,216
有 価 証 券 利 息 配 当 金 4,557
コ ー ル ロ ー ン 利 息 44
預 け 金 利 息 1
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息 196
そ の 他 の 受 入 利 息 150

2,659
受 入 為 替 手 数 料 527
そ の 他 の 役 務 収 益 2,131

436
商 品 有 価 証 券 売 買 益 1
国 債 等 債 券 売 却 益 424
そ の 他 の 業 務 収 益 11

3,235
株 式 等 売 却 益 1,978
金 銭 の 信 託 運 用 益 1,075
そ の 他 の 経 常 収 益 182

21,918
1,882

預 金 利 息 1,449
譲 渡 性 預 金 利 息 16
借 用 金 利 息 92
社 債 利 息 135
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息 188
そ の 他 の 支 払 利 息 0

1,845
支 払 為 替 手 数 料 8
そ の 他 の 役 務 費 用 1,836

905
外 国 為 替 売 買 損 683
国 債 等 債 券 売 却 損 59
国 債 等 債 券 償 還 損 130
金 融 派 生 商 品 費 用 0
そ の 他 の 業 務 費 用 32

11,355
5,929

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 4,553
貸 出 金 償 却 50
株 式 等 売 却 損 386
株 式 等 償 却 800
そ の 他 の 経 常 費 用 138

2,580
3

償 却 債 権 取 立 益 3
596

固 定 資 産 処 分 損 52
減 損 損 失 22
子 会 社 株 式 売 却 損 402
そ の 他 の 特 別 損 失 119

1,986
78
98

960
848

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

経 常 利 益

資 金 調 達 費 用

役 務 取 引 等 費 用

そ の 他 業 務 費 用

税 引 前 当 期 純 利 益

過年度法人税、住民税及び事業税

特 別 利 益

特 別 損 失

平成１８年　４月　１日から
平成１９年　３月３１日まで

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益

役 務 取 引 等 収 益

科　　　　　目

そ の 他 業 務 収 益

営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 費 用

そ の 他 経 常 収 益



１．貸借対照表の注記
注１． 　記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

  ２． 　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っております。

  ３． 　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定額法）、子会社・子法人等株

式については移動平均法による原価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場価格等（株式

は決算期末月１カ月平均）に基づく時価法（売却原価は主として移動平均法により算定）、時価のないものについて

は移動平均法による原価法又は償却原価法により行っております。なお、その他有価証券の評価差額については、全

部純資産直入法により処理しております。

４． 　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用されている有価証券の評価は、時

価法により行っております。また、有価証券運用以外を主目的とする金銭の信託において信託財産を構成している有

価証券の評価は、上記２．及び３．と同じ方法によっております。

５． 　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

  ６． 　有形固定資産の減価償却は、定率法（ただし、平成１０年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く。）に

ついては定額法）を採用しております。なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

　　建  物　５年～５０年

　　動  産　３年～２０年

  ７．   無形固定資産の減価償却は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、行内に

おける利用可能期間（勘定系基幹システム関連については８年、その他は５年）に基づいて償却しております。

  ８． 　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

  ９． 　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しております。

　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下、「破綻先」という。）に係る債権及びそれ

と同等の状況にある債務者（以下、「実質破綻先」という。）に係る債権については、以下のなお書きに記載されて

いる直接減額後の帳簿価額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上し

ております。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者に係る

債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債

務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上しております。

　上記以外の債権については、過去の一定期間における貸倒実績から算出した貸倒実績率等に基づき計上しておりま

す。

　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立した資産監

査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。

　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び保証による回

収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額しており、その金額は

１０，０００百万円であります。

  １０． 　従来、役員賞与は、利益処分により支給時に未処分利益の減少として処理しておりましたが、「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準第４号平成１７年１１月２９日）が会社法施行日以後終了する事業年度から適用されるこ

とになったことに伴い、当期から同会計基準を適用し、役員に対する賞与を費用として処理することとし、その支給

見込額のうち、当期に帰属する額を役員賞与引当金として計上しております。これにより、従来の方法に比べ営業経

費は、１４百万円増加し、税引前当期純利益は同額減少しております。

　また、役員退職慰労金については、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上の引当金又は準備金並びに役員退職

慰労引当金等に関する監査上の取扱い」（日本公認会計士協会監査・保証実務委員会報告第４２号平成１９年４月

１３日）を早期適用して当期より役員退職慰労引当金を計上しております。この変更は、役員退職慰労金の将来の支

給時における一時的な費用負担を回避し、役員の在任期間にわたり合理的に費用を期間配分することにより、期間損

益計算の適正化を図るために行ったものであり、これにより、従来の方法に比べ営業経費は、８９百万円増加し、税

引前当期純利益は同額減少しております。

  １１． 　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、

必要額を計上しております。また、過去勤務債務及び数理計算上の差異の費用処理方法は以下のとおりであります。

　　　過去勤務債務　　　　その発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法によ

　　　　　　　　　　　　　り費用処理

　　　数理計算上の差異　　各発生年度の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（１０年）による定額法により

　　　　　　　　　　　　　按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

  １２． 　リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リ－ス取引については、通常の賃貸

借取引に準じた会計処理によっております。

  １３． 　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関

する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２４号。以下「業種別監査委員会報

告第２４号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、相場変動を

相殺するヘッジについて、ヘッジ対象となる預金・貸出金等とヘッジ手段である金利スワップ取引等を一定の（残存）

期間毎にグルーピングのうえ特定し評価しております。また、キャッシュ・フローを固定するヘッジについては、ヘッ

ジ対象とヘッジ手段の金利変動要素の相関関係の検証により有効性の評価をしております。

  １４． 　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀行業における外貨建取引等の

会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認会計士協会業種別監査委員会報告第２５号。以下「業種別

監査委員会報告第２５号」という。）に規定する繰延ヘッジによっております。ヘッジ有効性評価の方法については、

外貨建金銭債権債務等の為替変動リスクを減殺する目的で行う通貨スワップ取引及び為替スワップ取引等をヘッジ手

段とし、ヘッジ対象である外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確認

することによりヘッジの有効性を評価しております。



  １５． 　消費税及び地方消費税（以下、消費税等という。）の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、有形固定

資産に係る控除対象外消費税等は当期の費用に計上しております。

  １６． 取締役及び監査役との間の取引による取締役及び監査役に対する金銭債権総額　９百万円

  １７． 関係会社の株式（及び出資）総額　２，０４１百万円

  １８． 関係会社に対する金銭債権総額　１，６７３百万円

  １９． 関係会社に対する金銭債務総額　１，３１８百万円

  ２０． 有形固定資産の減価償却累計額　８，５０５百万円

  ２１． 有形固定資産の圧縮記帳額  １６７百万円

  ２２． 　貸借対照表に計上した固定資産のほか、電子計算機の一部については、所有権移転外ファイナンス・リース契約に

より使用しております。

  ２３． 　貸出金のうち、破綻先債権額は３，３２１百万円、延滞債権額は１９，４２３百万円であります。

  なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本又は利息

の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸出金（貸倒償却を行った部分を除く。以下

「未収利息不計上貸出金」という。）のうち、法人税法施行令（昭和４０年政令第９７号）第９６条第１項第３号の

イからホまでに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸出金であります。

  また、延滞債権とは、未収利息不計上貸出金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図ることを目

的として利息の支払を猶予した貸出金以外の貸出金であります。

  ２４． 　貸出金のうち、３カ月以上延滞債権額はありません。

　なお、３カ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３月以上遅延している貸出金で破綻

先債権及び延滞債権に該当しないものであります。

  ２５． 　貸出金のうち、貸出条件緩和債権額は５，４３８百万円であります。

　なお、貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、

元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で破綻先債権、延滞債権及び３カ月以

上延滞債権に該当しないものであります。

２６． 　破綻先債権額、延滞債権額、３カ月以上延滞債権額及び貸出条件緩和債権額の合計額は２８，１８３百万円であり

ます。

　なお、２３．から２６．に掲げた債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

  ２７． 　手形割引は、業種別監査委員会報告第２４号に基づき金融取引として処理しております。これにより受け入れた商

業手形、荷付為替手形及び買入外国為替は、売却又は（再）担保という方法で自由に処分できる権利を有しておりま

すが、その額面金額は、９，４５１百万円であります。

  ２８． 　担保に供している資産は次のとおりであります。

　担保に供している資産

　　　有価証券　　　１６，０１６百万円

　　　預け金　　　　　　　　２２百万円

　　　その他資産（保証金）　　３百万円

　担保資産に対応する債務

　　　預金　　　　　　１，６７１百万円

　上記のほか、為替決済等の取引の担保として、有価証券２０，７７２百万円及びその他資産（保証金）８百万円を

差し入れております。

  ２９． 　土地の再評価に関する法律（平成１０年３月３１日公布法律第34号）に基づき、事業用の土地の再評価を行い、評

価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これ

を控除した金額を「土地再評価差額金」として純資産の部に計上しております。

　再評価を行った年月日　平成１０年３月３１日

　同法律第３条第３項に定める再評価の方法　　土地の再評価に関する法律施行令（平成１０年３月３１日公布政令

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　第１１９号）第２条第４号に定める財産評価基本通達に基づいて、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（奥行価格補正、時点修正、近隣売買事例による補正等）合理的

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　な調整を行って算出

　同法律第１０条に定める再評価を行った事業用土地の当期末における時価の合計額と当該事業用土地の再評価後の

帳簿価額の合計額との差額　３，９６１百万円

  ３０． 　借入金には、他の債務よりも債務の履行が後順位である旨の特約が付された劣後特約付借入金３，０００百万円が

含まれております。

  ３１． 　社債には、劣後特約付社債５，０００百万円が含まれております。

  ３２． 　「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（証券取引法第２条第３項）による社債に対する当行の保証債務の

額は２３０百万円であります。

　なお、当該保証債務に係る支払承諾および支払承諾見返については、「銀行法施行規則」（昭和５７年大蔵省令第

１０号）別紙様式が「銀行法施行規則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第３８号平成１９年４月１７日）に

より改正され、平成１８年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から相殺し

ております。

　これにより、従来の方法に比べ支払承諾および支払承諾見返は、それぞれ２３０百万円減少しております。

  ３３． 　１株当たりの純資産額３３８円５８銭

　「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平成14年9月25日）が平成

18年1月31日付で改正され、会社法施行日以後終了する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から

同適用指針を適用し、１株当たり純資産額は「繰延ヘッジ損益」を含めて算出しております。

　これにより、従来の方法に比べ１株当たりの純資産額は２円５３銭減少しております。



  ３４． 　銀行法第１８条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。

　剰余金の配当をする場合には、会社法第４４５条第４項（資本金の額及び準備金の額）の規定にかかわらず、当該

剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た額を利益準備金として計上しております。

　当期における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、８８百万円であります。

  ３５． 　有価証券の時価及び評価差額等に関する事項は次のとおりであります。これらには、「国債」「地方債」「社債」

「株式」「その他の証券」のほか、「商品有価証券」が含まれております。以下、４０．まで同様であります。

　売買目的有価証券

売買目的有価証券

  満期保有目的の債券で時価のあるもの

国債 ２３７ ２４９ １１ １１ －

地方債 ５０ ５０ ０ ０ －

社債 ４６０ ４７０ ９ ９ －

外国債券 １０，２６０ ９，１９２ △　１，０６８ １１９ １，１８８

合計 １１，００９ ９，９６２ △　１，０４６ １４１ １，１８８

  子会社・子法人等株式で時価のあるものはありません。

  その他有価証券で時価のあるもの

株式 １１，６９３ １２，３４２ ６４８ １，２８９ ６４０

債券 ５４，１３５ ５１，９５５ △　２，１７９ １１ ２，１９０

　国債 ３２，６８３ ３０，８０２ △　１，８８１ － １，８８１

　社債 ２１，４５１ ２１，１５３ △　２９８ １１ ３０９

外国債券 １１，０７４ １０，９１８ △　１５６ ６ １６２

その他 ４１，２９９ ４１，１１４ △　１８４ ９６１ １，１４６

合計 １１８，２０３ １１６，３３１ △　１，８７１ ２，２６９ ４，１４０

　なお、上記の評価差額に繰延税金資産７８４百万円を加えた額　△１，０８７百万円が、「その他有価証券評価差

額金」に含まれております。

　また、当期において、その他有価証券で時価のある株式について６５９百万円減損処理を行っております。

　減損処理とは、当該株式の時価が取得原価に比べ著しく下落しており、時価が取得原価まで回復する見込みがある

と認められないものについて、当該時価をもって貸借対照表価額とするとともに、評価差額を当期の損失として処理

したものであります。時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、当期末において時価が取得原価に対して

５０％以上下落している銘柄をすべて、２５％以上５０％未満下落している銘柄のうち債務者区分等を勘案し、必要

と認められる銘柄を著しく下落したと判断しております。

  ３６． 　当期中に売却した満期保有目的の債券はありません。

  ３７． 　当期中に売却したその他有価証券は次のとおりであります。

　その他有価証券

  ３８． 　時価評価のない有価証券のうち、主なものの内容と貸借対照表計上額は、次のとおりであります。

 子会社・子法人等株式及び関連法人等株式

　子会社・子法人等株式 ７０５

 その他有価証券

　非上場株式 １，５９３

　国内私募債　 ２３０

　組合出資 ２，４５７

  ３９． 　当期中に、満期保有目的の債券のうち、保有目的を変更した債券はありません。

貸借対照表計上額
（百万円）

当期の損益に含まれた評
価差額（百万円）

２０ ０

うち損
（百万円）

取得原価
（百万円）

貸借対照表計上
額（百万円）

評価差額
（百万円）

うち益
（百万円）

うち損
（百万円）

貸借対照表計上
額（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

うち益
（百万円）

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

５０，３１２ ２，０８６ １６６

金額（百万円）



  ４０． 　その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の期間ごとの償還予定額は次のとおりであります。

債券 ８６８ １６，５５４ ７，５３７ ２７，９７３

　国債 － ２３７ ３，５９２ ２７，２１０

　地方債 ３０ １９ － －

　社債 ８３７ １６，２９７ ３，９４５ ７６３

外国債券 １，７５６ ９，１６３ ４，７１９ ５，５３８

合計 ２，６２５ ２５，７１８ １２，２５７ ３３，５１１

  ４１． 　金銭の信託の保有目的別の内訳は次のとおりであります。

その他の金銭の信託 ７，００６ ６，８１７ △　１８８ １６９ ３５８

　なお、上記の評価差額に繰延税金資産７６百万円を加えた額　△１１２百万円が、「その他有価証券評価差額金」

に含まれております。

  ４２． 　当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申し出を受けた場合に、契約

上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで資金を貸付けることを約する契約であります。これら

の契約に係る融資未実行残高は、３９，４０７百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの又は任意の

時期に無条件で取消可能なものが３９，４０７百万円あります。

　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行残高そのものが必ずしも当

行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありません。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債

権の保全及びその他相当の事由があるときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をする

ことができる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証券等の担保を徴求

するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、

与信保全上の措置等を講じております。

４３． 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ以下のとおりであります。

繰延税金資産

　貸倒引当金損金算入限度額超過額 ７，１８３ 百万円

　退職給付引当金損金算入限度額超過額 ７０７

　減価償却損金算入限度額超過額 １９４

　繰延資産償却超過額 １７２

　未払賞与 ８６

　株式等有税償却額 ７９

　その他有価証券評価差額金 ８６０

　繰延ヘッジ損益 １５２

　その他 ２８９

繰延税金資産小計 ９，７２６

評価性引当額 △１，７４４

繰延税金資産合計 ７，９８１

繰延税金負債

　未収還付事業税 ２７

繰延税金負債合計 ２７

繰延税金資産の純額 ７，９５４ 百万円

４４． 　「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号平成17年12月９日）および「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号平成17年12月９日）が会社法

施行日以後終了する事業年度から適用されることになったこと等から、「銀行法施行規則」（昭和57年大蔵省令第10

号）別紙様式が「無尽業法施行細則等の一部を改正する内閣府令」（内閣府令第60号平成18年４月28日）により改正

され、平成18年４月１日以後開始する事業年度から適用されることになったことに伴い、当期から以下のとおり表示

を変更しております。

（１）　「資本の部」は「純資産の部」とし、株主資本及び評価･換算差額等に区分のうえ表示しております。

　　　なお、当期末における従来の「資本の部」の合計に相当する金額は３０，２８１百万円であります。

（２）　「利益剰余金」に内訳表示していた「任意積立金」および「当期未処分利益（または当期未処理損失）」は、

　　　「その他利益剰余金」の「退職給与積立金」、「別途積立金」および「繰越利益剰余金」として表示しており

　　　ます。

（３）　純額で繰延ヘッジ損失（又は繰延ヘッジ利益）として「その他資産」（又は「その他負債」）に計上してい

　　　たヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、税効果額を控除のうえ評価・換算差額等の「繰延ヘッジ損益」とし

　　　て相殺表示しております。

（４）　「株式等評価差額金」は、「その他有価証券評価差額金」として表示しております。

１年以内
（百万円）

１年超５年以内
（百万円）

５年超１０年以
内（百万円）

うち損
（百万円）

１０年超
（百万円）

取得原価
　（百万円）

貸借対照表
計上額

（百万円）

評価差額
（百万円）

うち益
（百万円）



（５）　「動産不動産」は、「有形固定資産」、「無形固定資産」または「その他資産」に区分して表示しております。

　　　①　「動産不動産」中の「土地建物動産」は、「有形固定資産」中の「建物」「土地」「その他有形固定資産」

　　　　に区分表示し、「建設仮払金」は、「有形固定資産」中の「建設仮勘定」として表示しております。

　　　②　「動産不動産」中の「保証金権利金」のうち権利金は、「無形固定資産」中の「その他の無形固定資産」

　　　　として、保証金は、「その他資産」中の「その他の資産」として表示しております。

　　　③　「その他資産」中の「その他の資産」に含めて表示していたソフトウェアは、「無形固定資産」中の「ソ

　　　　フトウェア」として表示しております。

４５． 銀行法施行規則第１９条の２第１項第３号ロ（１０）に規定する単体自己資本比率（国内基準）　９.６６％

２．損益計算書の注記
注１． 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

２． 関係会社との取引による収益

　　資金運用取引に係る収益総額　　　　　　　　　８４百万円

　　役務取引等に係る収益総額　　　　　　　　　　１２百万円

　　その他業務・その他経常取引に係る収益総額　　１０百万円

　　その他の取引に係る収益総額　　　　　　　　　　－百万円

関係会社との取引による費用

　　資金調達取引に係る費用総額　　　　　　　　　　０百万円

　　役務取引等に係る費用総額　　　　　　　　　２２３百万円

　　その他業務・その他経常取引に係る費用総額　４９２百万円

　　その他の取引に係る費用総額　　　　　　　　　　－百万円

３． １株当たり当期純利益金額　９円５５銭

４． その他の特別損失は、役員に対する退職金支払額１１９百万円であります。

５． 　従来、損益計算書の末尾において当期未処分利益の計算を表示しておりましたが、当期より株主資本等変動計算書

を作成し、資本金、準備金及び剰余金の状況を表示しております。なお、これにともない、利益処分計算書は当期よ

り作成しておりません。




